
株式会社リクルートライフスタイル（本社：東京都千代田区、代表取締役社長：淺野 健、以下リクルートライフ
スタイル）が運営するモバイルペイメントサービス『モバイル決済 for Airレジ』が、眼鏡（めがね）、コンタク
トレンズ、補聴器を販売する全国チェーン店「メガネスーパー」の全329店舗に8月10日より導入されることを
お知らせいたします。これにより、中国最大手のモバイル決済アプリ「Alipay（アリペイ）」の決済サービスが
利用可能になります。

【本件に関するお問い合わせ先】
https://www.recruit-lifestyle.co.jp/support/press

導入背景・概要

2016年8月4日

『モバイル決済 for Airレジ』について

『モバイル決済 for Airレジ』は、お客様が提示する決済サービスのQRコードを読み込むだけで決済が完了する
モバイルペイメントサービスです。現在、4億人以上の会員を誇り、中国国内モバイル決済の83%の取扱いシェ
ア占める（2014年度）中国最大級の決済アプリ「Alipay」と、コミュニケーションアプリLINEのモバイル送
金・決済サービス「LINE Pay（ラインペイ）」をご利用いただくことができます。

メガネスーパーでは、免税店対応店舗の拡大など、今後も増え続ける訪日外国人に向けた取り組みに力を入れて
います。2016年4月より、一部の免税対応店舗と一般の店舗にて『モバイル決済 for Airレジ』を先行導入して
おりましたが、さらなるお客様の利便性の向上を目指し、全329店舗での「Alipay」対応を決定しました。
「Alipay」の利用が可能な『モバイル決済 for Airレジ』は、特に来店頻度が高い中国人のお客様の決済をスムー
ズに対応できるため、商品購入のハードルを下げることに寄与することができます。また、「LINE Pay」にお
いても、今夏に主要大型店舗へ先行導入した後、全店舗への導入を秋頃予定しております。

『モバイル決済 for Airレジ』はお客様が提示する決済サービスのQRコードを
読み込むだけで決済が完了するモバイルペイメントサービスです。
店舗側ではiOSに対応したスマートデバイスとインターネット環境をご用意いただ
くだけで、初期費用なしでご利用いただけます。
2015年12月のサービス提供開始から、導入店舗の数は業種を問わず続々と増えて
います。
▼『モバイル決済 for Airレジ』について
https://airregi.jp/mp/

『モバイル決済 for Airレジ』がメガネスーパー全329店舗に導入
中国最大手の決済アプリ「Alipay」が利用可能、インバウンド取り込み強化

『モバイル決済 for Airレジ』の店舗での使用イメージ 「Alipay」を利用した際の『モバイル決済 for Airレジ』
の画面イメージ

https://airregi.jp/mp/


「Alipay」は、2004年にアリババグループによって設立された世界最大規模
の決済プラットフォームです。EC事業者向けのオンライン決済・リアル店舗向
けの対面決済を始め、スマートフォンをベースとした各種生活サービス、資産
運用の商品も展開しています。中国国内の80万加盟店および海外の7万加盟店
で利用されています。中国国内の実名認証ユーザー数は4.5億人を超え、中国
のモバイル決済市場でもっとも大きなマーケットシェアを持っています。一日
の平均取扱件数は1.6億件を超えています。

参考：「Alipay」について

参考：「LINE Pay」について

「LINE Pay」は、コミュニケーションアプリLINEを通じてユーザー間での送金
や、提携サービス・店舗での決済を簡単・便利に行うことができるモバイル送
金・決済サービスです。
これまでインターネットショピングサイトでの決済を中心に展開されてきました
が、リアル店舗でも利用可能となります。

『Airレジ』について

『Airレジ』は、小売業・飲食業・各種サービス業に必須のレジ業務がスマートフォンやタブレットで行える、0円でカンタン
に使えるPOSレジアプリです。2013年11月19日にサービス提供を開始し、2016年3月末時点でアカウント数が23万を超え、
日本におけるモバイルPOS市場の拡大を牽引しています。2015年11月にはお得で簡単に使えるカード決済サービス『Airペイ
メント』も加わり、注文入力からクレジットカードによる決済、そして会計帳簿作成から決算書の作成まで会計業務全般を、
『Airレジ』と連携しているサービスで完結させることができます。2016年4月1日（金）に中小企業庁が指定する消費税軽減
税率対策補助金対象（モバイル POS レジシステム）サービスとなりました。これにより、消費税軽減税率補助金対象となる
事業者は『Airレジ』利用に必要なタブレットおよび周辺機器の購入に対し補助金の申請ができるようになります。また、複
数税に対応できる機能を、税制の決定後順次追加することを予定しております。


